
 議案第３０号 

 

   かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す    

   る基準等を定める条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和３年３月２４日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す    

る基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例（平成３０年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条に次の２項を加える。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、

法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

 第７条第２項中「あること」を「あり、利用者は複数の指定居宅サービス事

業者等を紹介するよう求めることができること、前６月間に当該指定居宅介護
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支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通

所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介

護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割

合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス

事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割

合」に改める。 

 第１６条を第１９条とし、第１５条を第１８条とし、第１４条の次に次の３

条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１５条 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、

利用者に対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、及び非

常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について周知

するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要

に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置） 

第１６条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所において

感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じな

ければならない。 

（１） 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以

下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとす
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る。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、

担当職員に周知徹底を図ること。 

（２） 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための指針を整備すること。 

（３） 当該指定居宅介護支援事業所において、担当職員に対し、感染症の予

防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

（虐待の防止） 

第１７条 指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

を定期的に開催するとともに、その結果について、担当職員に周知徹底を

図ること。 

（２） 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整備

すること。 

（３） 当該指定居宅介護支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防止

のための研修を定期的に実施すること。 

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和６年３月３

１日までの間、この条例による改正後のかすみがうら市指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）

第４条第５項及び第１７条（これらの規定を新条例第１８条において準用す
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る場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」

とあるのは「講ずるよう努めなければ」とする。 

 （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

第３条 施行日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１５条（新条例第

１８条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例第

１５条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

同条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」

と、同条第３項中「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるものとす

る」とする。 

 （感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

第４条 施行日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１６条（新条例第

１８条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条例第

１６条中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 
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